
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
 ポリエステルフィルムの少なくとも片面に

、スルホン化ポリアニリンが４重量％以
上 かつ、該積層膜表面の水との接触角が６０度以上８５
度以下であることを特徴とする積層ポリエステルフィルム。
【請求項２】

。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は積層ポリエステルフィルムに関し、更に詳しくは、各種塗料やインキとの接着性
や低湿度下での帯電防止性に優れると同時に、湿熱環境下においても優れた接着性を示す
積層ポリエステルフィルムに関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
二軸配向ポリエステルフィルムは、寸法安定性、機械的性質、耐熱性、透明性、電気的性
質などに優れた性質を有することから、磁気記録材料、包装材料、電気絶縁材料、各種写
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、スルホン化ポリアニリンとアクリル樹脂を
用いてなる積層膜が設けられ、該積層膜において

、３０重量％以下含まれてなり、

ポリエステルフィルムが、ポリエチレンテレフタレートフィルムまたはポリエチレン－２
，６－ナフタレートフィルムであることを特徴とする請求項１に記載の積層ポリエステル
フィルム



真材料、グラフィックアーツ材料などの多くの用途の基材フィルムとして広く使用されて
いる。
【０００３】
一般に、二軸配向ポリエステルフィルムは表面が高度に結晶配向しているため、各種塗料
、インキとの接着性に乏しいという欠点を有している。このため、従来から、ポリエステ
ルフィルム表面に種々の方法で接着性を与えるための検討がなされてきた。
【０００４】
接着性付与の方法としては、例えば、基材ポリエステルフィルム表面のコロナ放電処理、
紫外線照射処理、プラズマ処理などを行う表面活性化法、酸、アルカリ、アミン水溶液な
どの薬剤による表面エッチング法、フィルム表面にアクリル樹脂、ポリエステル樹脂、ポ
リウレタン樹脂などの各種樹脂をプライマー層として設ける方法（特開昭５５－１５８２
５号公報、特開昭５８－２９６２６号公報、特開昭６０－１６８６５２号公報、特開昭６
０－１９５２２号公報、特開昭６０－１４９４４２号公報など）などが知られている。中
でも、特に、塗布によって上記プライマー層を設け接着性を付与する方法として、結晶配
向が完了する前のポリエステルフィルムに上記樹脂成分を含有する塗液を塗布し、乾燥し
て後、延伸、熱処理を施して結晶配向を完了させる方法（インラインコート法）が、工程
簡略化や製造コストの点で有力視され、当業界で行われている。
【０００５】
また、帯電防止性を付与する目的で、ポリエステル樹脂に帯電防止剤を添加し、塗布する
方法（特開昭６０－１４１５２５号公報）、スチレンスルホン酸共重合体を塗布する方法
（特開昭６１－２０４２４０号公報）、リン酸塩基を含有する塗布層を有する積層ポリエ
ステルフィルム（特開平７－８１０１５号公報）、スルホン酸基を含有したポリアニリン
を積層する方法（特開平７－１０１０１６号公報）などが提案されている。
【０００６】
【発明が解決しようとする課題】
しかし、前述した従来の技術では、接着性と帯電防止性を両立させることは困難であった
。すなわち、ポリウレタン樹脂、ポリエステル樹脂、有機スルホン酸塩基含有ポリエステ
ル、あるいはアクリル樹脂を用いたものは、所望の接着性が得られたとしても帯電防止効
果がなく、例えば、積層ポリエステルフィルム上へ被覆層を設ける過程において、工程中
のゴミが付着し、精度のよい被覆層が得られないといった問題や、被覆層を設ける後加工
工程で、各種ロールなどとの摩擦による摩擦帯電や巻き出し時の剥離帯電などにより、ハ
ンドリング性が悪くなるだけでなく、電撃による人体への影響や爆発などの危険性がある
。。
【０００７】
この問題を解消するために、帯電防止剤としてアルキルベンゼンスルホン酸塩基やアルキ
ルリン酸塩基などの低分子量化合物を基材フィルムに練り込んだり、塗剤中に配合して塗
布させたりする方法は、その添加量が少ないと帯電防止性に劣り、また良好な帯電防止性
を得るために添加量を多くすると、逆に低分子量化合物が表面や界面にブリードアウトし
たりして接着性が悪くなる現象が発生する。
【０００８】
また、スチレンスルホン酸塩基共重合体を用いる方法は、帯電防止性を高レベルに付与す
るため添加量を多くすると接着性が不足したり、インラインコート法に適用した場合には
塗膜の亀裂が発生し、接着性のみならず帯電防止性も低下するなどの欠点がある。
【０００９】
更に、帯電防止性と接着性を両立させるためリン酸塩基含有共重合体を用いる方法も開示
されている。この方法は、積層膜表層にリン酸塩基が多く存在し、水分を吸着しやすいた
め、帯電防止性は優れるものの、局所的な応力、例えば、削れに弱く、接着性の点で不十
分な場合が多くあり、また、イオン伝導性のため、低湿度下で帯電防止性が低下する欠点
がある。
【００１０】
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これに対し、電子伝導性の帯電防止剤であるポリアニリン、ポリピロール、酸化錫アンチ
モンドープ系などは、一般的には低湿度下でも帯電防止性に優れるものの、上記したイン
ラインコート法に適用した場合、該化合物に延伸追従性がないため、延伸時に亀裂を生じ
、帯電防止性が得られないという問題がある。また、ポリアニリンをスルホン化などで水
溶性化したものは同様に帯電防止性には優れるものの、塗膜表面の親水性が強くなり、特
に、湿熱環境下における接着性が悪くなる欠点がある。
【００１１】
本発明はこれらの欠点を解消せしめ、各種塗料やインキとの接着性や低湿度下での帯電防
止性に優れると同時に、湿熱環境下においても優れた接着性を示す積層ポリエステルフィ
ルムを提供することを目的とするものである。
【００１２】
【課題を解決するための手段】
　かかる目的を達成する本発明の積層ポリエステルフィルムは、ポリエステルフィルムの
少なくとも片面に

、スルホン化ポリアニリンが４重量％以上
かつ、該積層膜表面の水との接触角が６０度以上８５度以下であることを特徴と

するものである。
【００１３】
【発明の実施の形態】
本発明の積層ポリエステルフィルムに係るポリエステルフィルムにおいて、ポリエステル
とは、エステル結合を主鎖の主要な結合とする高分子の総称であって、好ましいポリエス
テルとしては、エチレンテレフタレート、エチレン－２，６－ナフタレート、ブチレンテ
レフタレート、エチレン－α，β－ビス（２－クロロフェノキシ）エタン－４，４’－ジ
カルボキシレートなどから選ばれた少なくとも１種の構成成分を主要構成成分とするもの
を用いることができる。これら構成成分は１種のみ用いても、２種以上併用してもよいが
、中でも品質、経済性などを総合的に判断するとエチレンテレフタレートを主要構成成分
とするポリエステルを用いることが特に好ましい。また、基材に熱が作用する用途や、被
覆物として紫外線硬化型樹脂など硬化時に樹脂の収縮を伴う用途においては、耐熱性や剛
性に優れたポリエチレン－２，６－ナフタレートが更に好ましい。
【００１４】
また、これらポリエステルには、更に他のジカルボン酸成分やジオール成分が一部、好ま
しくは２０モル％以下共重合されていてもよい。
【００１５】
更に、このポリエステル中には、各種添加剤、例えば、酸化防止剤、耐熱安定剤、耐候安
定剤、紫外線吸収剤、有機の易滑剤、顔料、染料、有機または無機の微粒子、充填剤、帯
電防止剤、核剤などがその特性を悪化させない程度に添加されていてもよい。
【００１６】
上述したポリエステルの極限粘度（２５℃のｏ－クロロフェノール中で測定）は、０．４
～１．２ｄｌ／ｇが好ましく、より好ましくは０．５～０．８ｄｌ／ｇの範囲にあるもの
が本発明を実施する上で好適である。
【００１７】
上記ポリエステルを使用したポリエステルフィルムは、積層膜が設けられた状態において
は二軸配向されたものであるのが好ましい。二軸配向ポリエステルフィルムとは、一般に
、未延伸状態のポリエステルシートまたはフィルムを長手方向および幅方向に各々２．５
～５倍程度延伸され、その後、熱処理が施されて、結晶配向が完了されたものであり、広
角Ｘ線回折で二軸配向のパターンを示すものをいう。
【００１８】
ポリエステルフィルムの厚みは特に限定されるものではなく、用途に応じて適宜選択され
るが、機械的強度、ハンドリング性などの点から、通常１～５００μｍ、好ましくは５～
３００μｍである。例えば、プリペイドカード用やＩＣカード用などのカード用途では１
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、スルホン化ポリアニリンとアクリル樹脂を用いてなる積層膜が設けら
れ、該積層膜において 、３０重量％以下含まれ
てなり、



０～５００μｍ、ラベル用途では１０～２５０μｍ、各種印刷用リボン用途では１～５０
μｍなどである。また、得られたフィルムを各種の方法で貼り合わせて用いることもでき
る。
【００１９】
また、感熱転写用やインクジェット用などの受像シート用途、プリペイドカード用やＩＣ
カード用などのカード用途、あるいはラベル用途などにおいては、基材フィルムとして透
明タイプのポリエステルフィルムの他に、白色ポリエステルフィルムも好適に用いられる
。この白色ポリエステルフィルムは、白色に着色されたポリエステルフィルムであれば特
に限定されるものではなく、好ましくは白色度が８５～１５０％、より好ましくは９０～
１３０％であり、光学濃度が好ましくは０．５～５、より好ましくは１．２～３の場合で
ある。例えば、白色度が小さい基材フィルムを使用した場合、反対面の模様や着色が透過
し表面の印刷層の美観が損なわれやすく、一方、光学濃度が小さい場合、十分な光線反射
が得られず、肉眼で見た場合白さが減少する、反対面の影響を受けるなど好ましくない。
【００２０】
このような光学濃度、白色度を得る方法は、特に限定されないが、通常は無機粒子あるい
はポリエステルと非相溶の樹脂の添加により得ることができる。添加する量は特に限定さ
れないが、無機粒子の場合、好ましくは５～３５重量％、より好ましくは８～２５重量％
である。一方、非相溶性の樹脂を添加する場合は、好ましくは５～３５体積％、より好ま
しくは８～２５体積％である。
【００２１】
該無機粒子は特に限定されないが、好ましくは平均粒径０．１～４μｍ、より好ましくは
０．３～１．５μｍの無機粒子などをその代表的なものとして用いることができる。具体
的には、硫酸バリウム、炭酸カルシウム、硫酸カルシウム、酸化チタン、シリカ、アルミ
ナ、タルク、クレーなどあるいはこれらの混合物を使用でき、これらの無機粒子は他の無
機化合物、例えば、リン酸カルシウム、酸化チタン、雲母、ジルコニア、酸化タングステ
ン、フッ化リチウム、フッ化カルシウムなどと併用されてもよい。また、上述した無機粒
子の中でもモース硬度が５以下、好ましくは４以下のものを使用する場合、白色度が更に
増すためより好ましい。
【００２２】
上述のポリエステルと非相溶の樹脂としては、特に限定されないが、例えば、ポリエチレ
ンテレフタレートやポリエチレン－２，６－ナフタレートと混合する場合についていえば
、アクリル樹脂、ポリエチレン、ポリプロピレン、変性オレフィン樹脂、ポリブチレンテ
レフタレート系樹脂、フェノキシ樹脂、ポリフェニレンオキシドなどを用いることができ
、当然、上述した無機粒子と併用してもよい。例えば、特に、無機粒子やポリエステルと
非相溶の樹脂を混合して２軸延伸し、内部に空洞を有する、比重が０．５～１．３の白色
ポリエステルフィルムは印刷特性が良好になるので好ましい。
【００２３】
本発明に係る積層膜の構成成分であるスルホン化ポリアニリンは、該ポリアニリン分子中
にスルホン酸基および／またはその塩を含んでいるものであれば特に限定されるものでは
ない。
【００２４】
本発明においては、スルホン化ポリアニリンの中でも、特に、下記の一般式で表される、
スルホン酸基および／またはその塩が該スルホン化ポリアニリンを構成するベンゼン環に
共有結合しているものが好ましい。
【００２５】
【化１】
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（式中、Ｒ 1  、Ｒ 2  およびＲ 3  は水素結合または炭素数１～４のアルキル基、繰り返し単
位ｎは５０～２０００の整数を表す）
本発明に好適に用いることのできる上記した一般式で表されるスルホン化ポリアニリンは
、「Ｙｕｅ，Ｊ．；Ｅｐｓｔｅｉｎ，Ａ．Ｊ．，Ｊ．Ａｍ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．，１９９
０，１１２，２８００－２８０１」、「Ｙｕｅ，Ｊ．；Ｗａｎｇ，Ｚ．Ｈ．；Ｃｒｏｍａ
ｃｋ，Ｋ．Ｒ．；Ｅｐｓｔｅｉｎ，Ａ．Ｊ．；ＭａｃＤｉａｒｍｉｄ，Ａ．Ｇ．，Ｊ．Ａ
ｍ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．，１９９１，１１３，２６６５－２６７１」、「Ｙｕｅ，Ｊ．；
Ｅｐｓｔｅｉｎ，Ａ．Ｊ．；ＭａｃＤｉａｒｍｉｄ，Ａ．Ｇ．，Ｍｏｌ．Ｃｒｙｓｔ．Ｌ
ｉｑ．Ｃｒｙｓｔ．，１９９０，Ｖｏｌ．１８９，２５５－２６１」などに記載の方法に
従い製造することができる。中でも、本発明に用いることのできるスルホン化ポリアニリ
ンは、芳香族環に対して、スルホン酸基および／またはその塩がモル比で１／１０～６／
１０が好ましく、より好ましくは４／１０～６／１０である。
【００２６】
本発明においては、積層膜中にスルホン化ポリアニリンが、４重量％以上含まれなければ
ならないが、該積層膜中においては、その他の積層膜の構成成分として、下記に示すよう
な樹脂を用いることができる。
【００２８】
　本発明において用いることのできる樹脂としては、ポリビニルアルコール樹脂、アセタ
ール化ポリビニルアルコール樹脂、ポリビニルブチラール樹脂、ポリエステル樹脂、アク
リル樹脂、ポリウレタン樹脂、ポリビニルピロリドン、ポリアミド樹脂、ゼラチン、エポ
キシ樹脂、ポリカーボネート樹脂などである。中でも、基材フィルムとして、ポリエステ
ルフィルムを用いる場合は、積層膜との接着性の点で アクリル樹脂を用いることが

。
【００２９】
本発明に係る積層膜の構成成分である樹脂として好ましく用いることのできるポリエステ
ル樹脂は、主鎖あるいは側鎖にエステル結合を有するものであり、このようなポリエステ
ル樹脂は、ジカルボン酸とジオールから重縮合して得ることができるものである。
【００３０】
ポリエステル樹脂を構成するカルボン酸成分としては、芳香族、脂肪族、脂環族のジカル
ボン酸や３価以上の多価カルボン酸が使用できる。芳香族ジカルボン酸としては、テレフ
タル酸、イソフタル酸、オルソフタル酸、フタル酸、２，５－ジメチルテレフタル酸、１
，４－ナフタレンジカルボン酸、ビフェニルジカルボン酸、２，６－ナフタレンジカルボ
ン酸、１，２－ビスフェノキシエタン－ｐ，ｐ’－ジカルボン酸、フェニルインダンジカ
ルボン酸などを用いることができる。これらの芳香族ジカルボン酸は、積層膜の強度や耐
熱性の点で、好ましくは全ジカルボン酸成分の３０モル％以上、より好ましくは３５モル
％以上、最も好ましくは４０モル％以上のものを用いるのがよい。脂肪族および脂環族の
ジカルボン酸としては、コハク酸、アジピン酸、セバシン酸、アゼライン酸、ドデカンジ
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オン酸、ダイマー酸、１，３－シクロペンタンジカルボン酸、１，２－シクロヘキサンジ
カルボン酸、１，４－シクロヘキサンジカルボン酸などおよびそれらのエステル形成性誘
導体を用いることができる。
【００３１】
また、ポリエステル樹脂を塗液として用いる場合、ポリエステル樹脂の各種塗料やインキ
接着性を向上させるため、あるいはポリエステル樹脂の水溶性化を容易にするため、スル
ホン酸塩基を含む化合物や、カルボン酸塩基を含む化合物を共重合することが好ましい。
【００３２】
スルホン酸塩基を含む化合物としては、例えばスルホテレフタル酸、５－スルホイソフタ
ル酸、４－スルホイソフタル酸、４－スルホナフタレン－２，７－ジカルボン酸、スルホ
－ｐ－キシリレングリコール、２－スルホ－１，４－ビス（ヒドロキシエトキシ）ベンゼ
ンなどのアルカリ金属塩、アルカリ土類金属塩、アンモニウム塩などを用いることができ
るが、これに限定されるものではない。
【００３３】
カルボン酸塩基を含む化合物としては、例えば、トリメリット酸、無水トリメリット酸、
ピロメリット酸、無水ピロメリット酸、４－メチルシクロヘキセン－１，２，３－トリカ
ルボン酸、トリメシン酸、１，２，３，４－ブタンテトラカルボン酸、１，２，３，４－
ペンタンテトラカルボン酸、３，３’，４，４’－ベンゾフェノンテトラカルボン酸、５
－（２，５－ジオキソテトラヒドロフルフリル）－３－メチル－３－シクロヘキセン－１
，２－ジカルボン酸、５－（２，５－ジオキソテトラヒドロフルフリル）－３－シクロヘ
キセン－１，２－ジカルボン酸、シクロペンタンテトラカルボン酸、２，３，６，７－ナ
フタレンテトラカルボン酸、１，２，５，６－ナフタレンテトラカルボン酸、エチレング
リコールビストリメリテート、２，２’，３，３’－ジフェニルテトラカルボン酸、チオ
フェン－２，３，４，５－テトラカルボン酸、エチレンテトラカルボン酸などのアルカリ
金属塩、アルカリ土類金属塩、アンモニウム塩などを用いることができるが、これに限定
されるものではない。
【００３４】
ポリエステル樹脂のジオール成分としては、エチレングリコール、ジエチレングリコール
、ポリエチレングリコール、プロピレングリコール、ポリプロピレングリコール、１，３
－プロパンジオール、１，３－ブタンジオール、１，４－ブタンジオール、１，５－ペン
タンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，７－ヘプタンジオール、１，８－オクタ
ンジオール、１，９－ノナンジオール、１，１０－デカンジオール、２，４－ジメチル－
２－エチルヘキサン－１，３－ジオール、ネオペンチルグリコール、２－エチル－２－ブ
チル－１，３－プロパンジオール、２－エチル－２－イソブチル－１，３－プロパンジオ
ール、３－メチル－１，５－ペンタンジオール、２，２，４－トリメチル－１，６－ヘキ
サンジオール、１，２－シクロヘキサンジメタノール、１，３－シクロヘキサンジメタノ
ール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、２，２，４，４－テトラメチル－１，３－
シクロブタンジオール、４，４’－チオジフェノール、ビスフェノールＡ、４，４’－メ
チレンジフェノール、４，４’－（２－ノルボルニリデン）ジフェノール、４，４’－ジ
ヒドロキシビフェノール、ｏ－，ｍ－，およびｐ－ジヒドロキシベンゼン、４，４’－イ
ソプロピリデンフェノール、４，４’－イソプロピリデンビンジオール、シクロペンタン
－１，２－ジオール、シクロヘキサン－１，２－ジオール、シクロヘキサン－１，４－ジ
オール、ビスフェノールＡなどを用いることができる。
【００３５】
好ましいポリエステル樹脂としてポリエステルは、酸成分としてテレフタル酸、イソフタ
ル酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸、フェニルインダンジカルボン酸、５－ナトリウ
ムスルホイソフタル酸、トリメリット酸、ピロメリット酸、５－（２，５－ジオキソテト
ラヒドロフルフリル）－３－メチル－３－シクロヘキセン－１，２－ジカルボン酸、セバ
シン酸、アジピン酸、ジオール成分としてエチレングリコール、ジエチレングリコール、
１，４－ブタンジオール、ネオペンチルグリコール、ビスフェノールＡ、ポリエチレング

10

20

30

40

50

(6) JP 3951361 B2 2007.8.1



リコールから選ばれる共重合体などである。
【００３６】
本発明に用いられるポリエステル樹脂としては、変性ポリエステル共重合体、例えば、ア
クリル、ウレタン、エポキシなどで変性したブロック共重合体、グラフト共重合体などを
用いることも可能である。
【００３７】
本発明に係る積層膜に用いられるポリエステル樹脂は、以下の製造法によって製造するこ
とができる。例えば、ジカルボン酸成分として、テレフタル酸、イソフタル酸、５－ナト
リウムスルホイソフタル酸、ジオール成分として、エチレングリコール、ネオペンチルグ
リコールからなるポリエステル樹脂について説明すると、テレフタル酸、イソフタル酸、
５－ナトリウムスルホイソフタル酸とエチレングリコール、ネオペンチルグリコールとを
直接エステル化反応させるか、テレフタル酸、イソフタル酸、５－ナトリウムスルホイソ
フタル酸およびエチレングリコール、ネオペンチルグリコールとをエステル交換反応させ
る第一段階と、この第一段階の反応生成物を重縮合反応させる第二段階とによって製造す
る方法などにより製造することができる。
【００３８】
この際、反応触媒として、例えば、アルカリ金属、アルカリ土類金属、マンガン、コバル
ト、亜鉛、アンチモン、ゲルマニウム、チタン化合物などが用いられる。
【００３９】
また、カルボン酸を末端および／または側鎖に多く有するポリエステル樹脂を得る方法と
しては、特開昭５４－４６２９４号公報、特開昭６０－２０９０７３号公報、特開昭６２
－２４０３１８号公報、特開昭５３－２６８２８号公報、特開昭５３－２６８２９号公報
、特開昭５３－９８３３６号公報、特開昭５６－１１６７１８号公報、特開昭６１－１２
４６８４号公報、特開昭６２－２４０３１８号公報などに記載の３価以上の多価カルボン
酸を共重合した樹脂により製造することができるが、むろんこれら以外の方法であっても
よい。
【００４０】
また、本発明に係る積層膜のポリエステル樹脂の固有粘度は特に限定されないが、接着性
の点で０．３ｄｌ／ｇ以上であることが好ましく、より好ましくは０．３５ｄｌ／ｇ以上
、最も好ましくは０．４ｄｌ／ｇ以上であることである。
【００４１】
本発明においては、ポリエステル樹脂のガラス転移点（以下、「Ｔｇ」と略称する）は、
－１０℃以上１１０℃以下とすることが好ましく、より好ましくは０℃以上１００℃以下
、最も好ましくは１５℃以上９０℃以下である。Ｔｇが－１０℃より低くなると、積層膜
同士の重ね合わせによるブロッキングや積層膜と基材ポリエステルフィルムとのブロッキ
ングなどが発生しやすくなり、１１０℃を超える場合は、基材フィルムへの塗布性が悪く
なる傾向がある。
【００４２】
　本発明に係る積層膜の構成成分であ アクリル樹脂は、該アクリル樹脂を構成するモノ
マー成分とし 、例えば、アルキルアクリレート、アルキルメタクリレート（アルキル基
としてはメチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、イソブ
チル基、ｔ－ブチル基、２－エチルヘキシル基、ラウリル基、ステアリル基、シクロヘキ
シル基、フェニル基、ベンジル基、フェニルエチル基など）、２－ヒドロキシエチルアク
リレート、２－ヒドロキシエチルメタクリレート、２－ヒドロキシプロピルアクリレート
、２－ヒドロキシプロピルメタクリレートなどのヒドロキシル基含有モノマー、アクリル
アミド、メタクリルアミド、Ｎ－メチルアクリルアミド、Ｎ－メチルメタクリルアミド、
Ｎ－メチロールアクリルアミド、Ｎ－メチロールメタクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチロー
ルアクリルアミド、Ｎ－メトキシメチルアクリルアミド、Ｎ－メトキシメチルメタクリル
アミド、Ｎ－フェニルアクリルアミドなどのアミド基含有モノマー、Ｎ，Ｎ－ジエチルア
ミノエチルアクリレート、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノエチルメタクリレートなどのアミノ基

10

20

30

40

50

(7) JP 3951361 B2 2007.8.1

る
て



含有モノマー、グリシジルアクリレート、グリシジルメタクリレートなどのエポキシ基含
有モノマー、アクリル酸、メタクリル酸およびそれらの塩（アルカリ金属塩、アルカリ土
類金属塩、アンモニウム塩など）などのカルボキシル基またはその塩を含有するモノマー
などを用いることができ、これらは１種もしくは２種以上を用いて共重合される。さらに
、これらは他種のモノマーと併用することができる。
【００４３】
他種のモノマーとしては、例えば、アリルグリシジルエーテルなどのエポキシ基含有モノ
マー、スチレンスルホン酸、ビニルスルホン酸およびそれらの塩（リチウム塩、ナトリウ
ム塩、カリウム塩、アンモニウム塩など）などのスルホン酸基またはその塩を含有するモ
ノマー、クロトン酸、イタコン酸、マレイン酸、フマール酸およびそれらの塩（リチウム
塩、ナトリウム塩、カリウム塩、アンモニウム塩など）などのカルボキシル基またはその
塩を含有するモノマー、無水マレイン酸、無水イタコン酸などの酸無水物を含有するモノ
マー、ビニルイソシアネート、アリルイソシアネート、スチレン、ビニルメチルエーテル
、ビニルエチルエーテル、ビニルトリスアルコキシシラン、アルキルマレイン酸モノエス
テル、アルキルフマール酸モノエステル、アクリロニトリル、メタクリロニトリル、アル
キルイタコン酸モノエステル、塩化ビニリデン、酢酸ビニル、塩化ビニルなどを用いるこ
とができる。
【００４４】
また、用いることができるアクリル樹脂としては、変性ポリエステル共重合体、例えば、
アクリル、ウレタン、エポキシなどで変性したブロック共重合体、グラフト共重合体など
も可能である。
【００４５】
本発明において用いられるアクリル樹脂のＴｇは、特に限定されるものではないが、好ま
しくは０℃以上７０℃以下、より好ましくは１０℃以上６０℃以下である。Ｔｇが低いア
クリル樹脂を用いる場合はブロッキングしやすい傾向があり、高すぎる場合は、横延伸時
に亀裂を生じることがあり好ましくない。
【００４６】
また、該アクリル樹脂の分子量は１０万以上が好ましく、より好ましくは３０万以上とす
るのが各種塗料やインキとの接着性の点で望ましい。
【００４７】
本発明において用いられる好ましいアクリル樹脂としては、メチルメタクリレート、エチ
ルアクリレート、ｎ－ブチルアクリレート、２－ヒドロキシエチルアクリレート、アクリ
ルアミド、Ｎ－メチロールアクリルアミド、グリシジルメタクリレート、アクリル酸から
選ばれる共重合体などである。
【００４８】
本発明の積層ポリエステルフィルムを製造するに際しては、結晶配向が完了する前のポリ
エステルフィルムに積層膜形成塗液を塗布し、延伸、熱処理を施すことにより得るもので
あるが、該方法をとることにより、高温での熱処理が可能になり、また、より均一で薄膜
の積層膜を得ることができる。上記方法によって積層膜を形成する場合には、アクリル樹
脂は水に溶解、乳化、あるいは懸濁し得る水系のものが環境汚染や防爆性の点で好ましい
。このような水系アクリル樹脂は、親水性基を有するモノマー（アクリル酸、メタクリル
酸、アクリルアミド、ビニルスルホン酸およびその塩など）との共重合や反応性乳化剤や
界面活性剤を用いた乳化重合、懸濁重合、ソープフリー重合などの方法によって作成する
ことができる。
【００４９】
本発明に係る積層膜の構成成分である樹脂として好ましく用いることのできるポリウレタ
ン樹脂は、分子構造中にウレタン結合を有するものであれば特に限定されるものではなく
、ポリオール化合物とポリイソシアネート化合物より得られる反応生成物をその基本骨格
とするものであり、必要に応じて鎖延長剤や架橋剤などを用いることができる。
【００５０】
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用いられるポリオール化合物としては、ポリエステルジオール、ポリエーテルジオール、
ポリアセタールジオールなどであり、それらの中でもポリエステルポリオール、ポリエー
テルポリオールが好ましい。
【００５１】
ポリエステルポリオールとしては、エチレングリコール、プロピレングリコール、ブチレ
ングリコール、ジエチレングリコール、ネオペンチルグリコール、ポリエチレングリコー
ル、ポリプロピレングリコール、シクロヘキサンジメタノールなど、あるいはこれらの混
合物と有機ジカルボン酸、例えば、飽和脂肪酸（アジピン酸、セバシン酸、アゼライン酸
など）、不飽和脂肪酸（マレイン酸、フマル酸など）、芳香族酸（テレフタル酸、イソフ
タル酸、フタル酸など）、脂環族ジカルボン酸およびこれらの混合物、無水物などを反応
させて得られた両末端に水酸基を有する線状ポリエステル、更にはカプロラクタム、メチ
ルカプロラクトンなどのラクトン類をジオール類で開環重合させて得られるポリエステル
なども用いることができる。
【００５２】
ポリエーテルポリオールとしては、例えば、エチレンオキサイド、プロピレンオキサイド
、エピクロルヒドリン、オキサシクロブタン、置換オキサシクロブタンあるいはテトラヒ
ドロフランなどの開環重合もしくは共重合によって得られる末端に水酸基を有する重合体
もしくは共重合体またはこれらの混合物などを用いることができる。ジヒドロキシ化合物
の分子量は適宜選択できるが、通常、７００～５０００の範囲が好ましい。
【００５３】
このジヒドロキシ化合物と反応させるポリイソシアネートとしては、１，４－テトラメチ
レンジイソシアネート、１，６－ヘキサメチレンジイソシアネート、１，８－オクタメチ
レンジイソシアネート、１，１０－デカメチレンジイソシアネート、１，４－シクロヘキ
シレンジイソシアネート、トルエンジイソシアネート、１，３－フェニレンジイソシアネ
ート、４，４’－メチレンビス（シクロヘキシルイソシアネート）、４，４’－ジフェニ
ルメタンジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート、トリフェニルメタントリイソ
シアネートなど、あるいはこれらの混合物を用いることができる。
【００５４】
鎖延長剤あるいは架橋剤としては、エチレングリコール、ジエチレングリコール、プロピ
レングリコール、トリメチロールプロパン、ヒドラジン、エチレンジアミン、ジエチレン
トリアミンなどを用いることができる。
【００５５】
　本発明においては、積層膜中にスルホン化ポリアニリンが、４重量％以上含まれている
必要がある。その理由は、４重量％未満では帯電防止性が発現しないからである。更に、
本発明者らの知見によれば、スルホン化ポリアニリンが３０重量％より多く含まれてなる
積層膜を形成しようとした場合、塗布層の延伸追従性が不足し、塗布層に亀裂が発生し、
帯電防止性が発現しにくくなる傾向がある。以上のことから、該積層膜においては、スル
ホン化ポリアニリンと樹脂の固形分重量比は５／９５～３０／７０ 、より好ましく
は１０／９０～２５／７５、最も好ましくは１０／９０～２０／８０であり、上記範囲と
することで、所望の帯電防止性が得られ、かつ、接着性も満足することができるものであ
る。
【００５６】
なお、本発明においては、ポリエステルフィルムの少なくとも片面に帯電防止性を有する
積層膜が設けられるが、ここで帯電防止性とは、表面比抵抗が、２３℃、相対湿度３０％
において、５×１０ 1 2Ω／□以下であることを意味するものであり、好ましくは１×１０
1 2Ω／□以下、より好ましくは５×１０ 1 1Ω／□以下を意味するものである。すなわち、
本発明者らの知見によれば、帯電防止性は、５×１０ 1 1Ω／□以下とすること、また、そ
の下限は１×１０ 3  Ω／□程度までとするのが最も好ましい。
【００５７】
また、本発明に係る積層膜においては、積層膜表面の水との接触角が６０度以上、８５度
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以下でなければならい。その理由は、水との接触角が６０度未満の場合には、積層膜の親
水性が強すぎ、各種塗料やインキとの接着性が得られず、また、８５度より大きいときは
積層膜の疎水性が強すぎ、同様に各種塗料やインキとの接着性が得られないからである。
更に、本発明者らの知見によれば、水との接触角は、好ましくは６５度以上、８０度以下
、より好ましくは７０度以上７５度以下のものが、各種塗料やインキとの接着性をより向
上させると同時に、湿熱下での接着性を良好なものとすることができ、好適である。
【００５８】
本発明に係る積層膜においては、上述したスルホン化ポリアニリンと樹脂に、架橋剤を添
加することにより、各種塗料やインキとの接着性を向上させることができるので好適であ
る。
【００５９】
本発明に用いられる架橋剤は特に限定されるものではないが、メチロール化あるいはアル
キロール化した尿素系、メラミン系、アクリルアミド系、ポリアミド系樹脂、エポキシ化
合物、イソシアネート化合物、オキサゾリン系化合物、アジリジン化合物、各種シランカ
ップリング剤、各種チタネート系カップリング剤などを用いることができる。中でも、メ
ラミン系架橋剤、オキサゾリン系架橋剤の添加が接着性向上の点で好ましく、特に、メラ
ミン系架橋剤の添加により、湿熱下での接着性が飛躍的に向上することも見出したもので
ある。
【００６０】
用いられるメラミン系架橋剤は、特に限定されないが、メラミン、メラミンとホルムアル
デヒドを縮合して得られるメチロール化メラミン誘導体、メチロール化メラミンに低級ア
ルコールを反応させて部分的あるいは完全にエーテル化した化合物、およびこれらの混合
物などを用いることができる。また、メラミン系架橋剤としては単量体、２量体以上の多
量体からなる縮合物、あるいはこれらの混合物などを用いることができる。エーテル化に
使用する低級アルコールとしては、メチルアルコール、エチルアルコール、イソプロピル
アルコール、ｎ－ブタノール、イソブタノールなどを用いることができる。官能基として
は、イミノ基、メチロール基、あるいはメトキシメチル基やブトキシメチル基などのアル
コキシメチル基を１分子中に有するもので、イミノ基型メチル化メラミン樹脂、メチロー
ル基型メラミン樹脂、メチロール基型メチル化メラミン樹脂、完全アルキル型メチル化メ
ラミン樹脂などである。その中でもメチロール化メラミン樹脂が最も好ましい。更に、メ
ラミン系架橋剤の熱硬化を促進するため、例えば、ｐ－トルエンスルホン酸などの酸性触
媒を用いてもよい。
【００６１】
架橋剤を添加する場合は、スルホン化ポリアニリンと樹脂の合計１００重量部に対し、０
．５～２０重量部が好ましく、より好ましくは１～１５重量部、最も好ましくは２～１０
重量部である。
【００６２】
また、積層膜中には本発明の効果を損なわない範囲内で、他の樹脂、例えば、本発明に用
いられる上述したポリエステル樹脂以外のポリエステル樹脂、アクリル樹脂、ウレタン樹
脂、エポキシ樹脂、シリコーン樹脂、尿素樹脂、フェノール樹脂などが配合されていても
よい。
【００６３】
さらに、積層膜中には本発明の効果が損なわれない範囲内で各種の添加剤、例えば、酸化
防止剤、耐熱安定剤、耐候安定剤、紫外線吸収剤、有機の易滑剤、顔料、染料、有機また
は無機の微粒子、充填剤、帯電防止剤、核剤などが配合されていてもよい。
【００６４】
特に、積層膜中に無機粒子を添加したものは、易滑性や耐ブロッキング性が向上するので
さらに好ましい。
【００６５】
この場合、添加する無機粒子としては、シリカ、コロイダルシリカ、アルミナ、アルミナ
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ゾル、カオリン、タルク、マイカ、炭酸カルシウムなどを用いることができる。用いられ
る無機粒子は、平均粒径０．０１～５μｍが好ましく、より好ましくは０．０５～３μｍ
、最も好ましくは０．０８～２μｍであり、積層膜中の樹脂に対する混合比は特に限定さ
れないが、固形分重量比で０．０５～８重量部が好ましく、より好ましくは０．１～３重
量部である。
【００６６】
積層膜の厚みは特に限定されないが、通常は０．０２～５μｍの範囲が好ましく、より好
ましくは０．０３～２μｍ、最も好ましくは０．０５μｍ～０．５μｍである。積層膜の
厚みが薄すぎると各種塗料やインキとの接着性不良や帯電防止性不良となる場合がある。
【００６７】
本発明の積層ポリエステルフィルムを製造するに際しては、ポリエステルフィルムの少な
くとも片面に、スルホン化ポリアニリンを４重量％以上含まれてなる積層膜が形成され、
かつ、該積層膜表面の水との接触角が６０度以上８５度以下であれば特に限定されるもの
ではないが、積層膜を設けるのに好ましい方法としては、ポリエステルフィルムの製造工
程中の縦延伸行程と横延伸行程の間で、積層膜形成塗液を塗布し、基材フィルムと共に延
伸、熱処理する方法が最も好適である。例えば、溶融押し出しされた結晶配向前のポリエ
ステルフィルムを長手方向に２．５～５倍程度延伸し、一軸延伸されたフィルムに連続的
に塗液を塗布する。塗布されたフィルムは段階的に加熱されたゾーンを通過しつつ乾燥さ
れ、幅方向に２．５～５倍程度延伸される。更に、連続的に１５０～２５０℃の加熱ゾー
ンに導かれ結晶配向を完了させる方法（インラインコート法）によって得ることができる
。この場合に用いる塗布液は環境汚染や防爆性の点で水系のものが好ましい。
【００６８】
本発明においては、塗液を塗布する前に、基材フィルムの表面（上記例の場合、一軸延伸
フィルム）にコロナ放電処理などを施し、該表面の濡れ張力を、好ましくは４７ｍＮ／ｍ
以上、より好ましくは５０ｍＮ／ｍ以上とするのが、積層膜のポリエステルフィルムとの
接着性を向上させることができるので好ましく用いることができる。
【００６９】
ポリエステルフィルム上への積層膜形成塗液の塗布方法は各種の塗布方法、例えば、リバ
ースコート法、グラビアコート法、ロッドコート法、バーコート法、ダイコート法などを
用いることができるが、特に、バーコート法が広幅塗布に対応しやすい点で好適に用いら
れる。
【００７０】
更に、本発明においては、塗布後の積層膜、特に乾燥する前の積層膜に、静電印加法によ
り電荷をかけておくことが好ましい。特に、直流電圧の印加、本発明においては正電荷を
積層膜にかけておくと帯電防止性と水との接触角、すなわち、帯電防止性と接着性とのバ
ランスがよくなる。これは、積層膜中で、アニオン樹脂であるスルホン化ポリアニリンが
正電荷により表面側に偏在化するためではないかと考えている。
【００７１】
積層膜への静電印加の方法は特に限定されるものではないが、例えば、正電荷をかけたワ
イヤーを積層膜上に設ける方法、バーコート法での塗布時のバーに正電荷をかける方法、
あるいは上記両者の組み合わせなどを用いることが可能である。
【００７２】
次に、本発明の積層ポリエステルフィルムの製造方法について、ポリエチレンテレフタレ
ート（以下、「ＰＥＴ」と略称する）を基材フィルムとした例について説明するが、これ
に限定されるものではない。
【００７３】
本発明の上述した各種塗料やインキとの接着性や低湿度下での帯電防止性に優れると同時
に、湿熱環境下での接着性にも優れた積層ポリエステルフィルムは、ポリエステルフィル
ムの少なくとも片面に、スルホン化ポリアニリンを含む積層膜を設けることにより製造す
ることができる。
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【００７４】
より具体的には、例えば、極限粘度０．５～０．８ｄｌ／ｇのＰＥＴペレットを真空乾燥
した後、押し出し機に供給し、２６０～３００℃で溶融し、Ｔ字型口金よりシート状に押
し出し、静電印加キャスト法を用いて表面温度１０～６０℃の鏡面キャスティングドラム
に巻き付けて、冷却固化せしめて未延伸ＰＥＴフィルムを作成した。この未延伸フィルム
を７０～１２０℃に加熱されたロール間で縦方向（フィルムの進行方向）に２．５～５倍
延伸する。このフィルムの少なくとも片面にコロナ放電処理を施してあるポリエステルの
該表面の濡れ張力を４７ｍＮ／ｍ以上とし、その処理面に本発明に係る積層膜形成塗液を
塗布し、静電印加法により電荷をかけた。塗布されたフィルムをクリップで把持して７０
～１５０℃に加熱された熱風ゾーンに導き、乾燥した後、幅方向に２．５～５倍延伸し、
引き続き１６０～２５０℃の熱処理ゾーンに導き、１～３０秒間の熱処理を行い、結晶配
向を完了させた。この熱処理工程中で必要に応じて幅方向あるいは長手方向に３～１２％
の弛緩処理を施してもよい。二軸延伸は、縦、横逐次延伸あるいは同時二軸延伸のいずれ
でもよく、また縦、横延伸後、縦、横いずれかの方向に再延伸してもよい。また、ポリエ
ステルフィルムの厚みは特に限定されるものではないが、１～５００μｍが好ましく用い
られる。この場合に用いられる塗液は環境汚染や防爆性の点で水系が好ましい。
【００７５】
なお、上記例において、積層膜が設けられる基材フィルムにもスルホン化ポリアニリンを
含有させることができる。この場合は、積層膜と基材フィルムとの接着性が向上する、積
層ポリエステルフィルムの易滑性が向上するなどの効果がある。スルホン化ポリアニリン
を含有させる場合には、その添加量が５重量％以上２０重量％未満であるのが、接着性、
易滑性の点で好ましい。もちろん、スルホン化ポリアニリンは、基材フィルム上に設ける
積層膜形成組成物（本発明の積層ポリエステルフィルムの再生ペレットなどを含む）であ
ってもよい。
【００７６】
このようにして得られた積層ポリエステルフィルムは、各種塗料やインキとの接着性や低
湿度下での帯電防止性に優れると同時に、湿熱環境下での接着性にも優れたものとなり、
各種の帯電防止易接着機能を必要とする用途、例えば、磁気記録媒体用途、ＩＣカード用
途、プリペイドカード用途、ＯＨＰ用途、グラフィック用途、ラベル用途、リボン用途、
包装用途など、広範な用途に適用可能である。
【００７７】
【特性の測定方法および効果の評価方法】
本発明における特性の測定方法および効果の評価方法は次の通りである。
【００７８】
（１）積層膜の厚み
（株）日立製作所製透過型電子顕微鏡ＨＵ－１２型を用い、積層膜を設けた積層ポリエス
テルフィルムの断面を観察した写真から求めた。厚みは測定視野内の３０個の平均値とし
た。
【００７９】
（２）接着性－１
“ダイフェラコート”ＣＡＤ４３０１（大日精化工業（株）製）１００重量部に“スミジ
ュール”Ｎ－７５（住友バイエル（株）製）１重量部を加え、バーコータを用いて塗布し
、１００℃で５分間乾燥し、積層膜上に８μｍ厚みとした。
【００８０】
塗料乾燥膜に１ｍｍ 2  のクロスカットを１００個入れ、日東電工（株）製ポリエステル粘
着テープをその上に貼り付け、ゴムローラーを用いて、荷重１９．６Ｎで３往復させ、押
し付けた後、９０度方向に剥離し、塗料乾燥膜の残存した個数により４段階評価（◎：１
００、○：８０～９９、△：５０～７９、×：０～４９）した。（◎）、（○）を接着性
良好とした。
【００８１】
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（３）接着性－２
紫外線硬化型インキとして“ＦＬＡＳＨ　ＤＲＹ”（ＦＤ－ＯＬ墨）（東洋インキ製造（
株）製）を用い、ロールコート法で積層膜上に２μｍ厚みに塗布した。その後、照射強度
８０Ｗ／ｃｍの紫外線ランプを用い、照射距離（ランプとインキ面の距離）９ｃｍで５秒
間照射し、紫外線硬化型インキを硬化させた。接着性評価は以下の方法で行った。
【００８２】
インキ硬化膜に１ｍｍ 2  のクロスカットを１００個入れ、ニチバン（株）製セロハンテー
プをその上に貼り付け、ゴムローラーを用いて、荷重１９．６Ｎで３往復させ、押し付け
た後、９０度方向に剥離し、インキ硬化膜の残存した個数により４段階評価（◎：１００
、○：８０～９９、△：５０～７９、×：０～４９）した。（◎）、（○）を接着性良好
とした。
【００８３】
（４）湿熱環境下での接着性
上記（３）と同様にして得たインキ硬化膜を設けた積層ポリエステルフィルムを、６０℃
、相対湿度８０％の恒温恒湿槽中に２４時間放置し、取り出した後のインキ硬化膜の接着
性を上記（３）と同様の評価を行った。
【００８４】
（５）帯電防止性
サンプルを、２３℃、相対湿度３０％で２４時間放置した後、その環境下においてデジタ
ル超高抵抗／微小電流計Ｒ８３４０Ａ（アドバンテスト（株）製）を用いて、印加電圧１
００Ｖ、１０秒間印加後、積層膜の表面比抵抗を測定した。５×１０ 1 2Ω／□以下を帯電
防止性良好とした。
【００８５】
（６）水との接触角
サンプルを２３℃、相対湿度６５％の環境下において接触角計ＣＡ－Ｄ型（協和界面化学
（株）製）を用いて、純水１．０×１０ - 3ｃｍ 3  を滴下し、積層膜表面の水滴との接触角
を測定し、１０回測定した平均値を測定値とした。
【００８６】
【実施例】
次に、実施例に基づいて本発明を説明するが、必ずしもこれに限定されるものではない。
【００８７】
　 例１
　平均粒径０．４μｍのコロイダルシリカを０．０１５重量％、および平均粒径１．５μ
ｍのコロイダルシリカを０．００５重量％含有するＰＥＴペレット（極限粘度０．６３ｄ
ｌ／ｇ）を充分に真空乾燥した後、押し出し機に供給し２８５℃で溶融し、Ｔ字型口金よ
りシート状に押し出し、静電印加キャスト法を用いて表面温度２５℃の鏡面キャスティン
グドラムに巻き付けて冷却固化せしめた。この未延伸フィルムを９５℃に加熱して長手方
向に３．５倍延伸し、一軸延伸フィルムとした。このフィルムに空気中でコロナ放電処理
を施し、基材フィルムの濡れ張力を５２ｍＮ／ｍとし、その処理面に下記の積層膜形成塗
液を塗布し、静電印加法により正電荷（１０ｋＶ）をかけた。塗布された一軸延伸フィル
ムをクリップで把持しながら予熱ゾーンに導き、１１０℃で乾燥後、引き続き連続的に１
２５℃の加熱ゾーンで幅方向に３．５倍延伸し、更に２２５℃の加熱ゾーンで熱処理を施
し、結晶配向の完了した積層ＰＥＴフィルムを得た。このとき、基材ＰＥＴフィルム厚み
が１００μｍ、積層膜の厚みが０．０８μｍであった。結果は表１に示すとおり、帯電防
止性とインキとの接着性が良好であった。
【００８８】
「積層膜形成塗液」
（Ａ）：スルホン化ポリアニリン
塩酸による酸性水溶液中で、モノマーとしてアニリンを溶解し、重合原液とする。また、
酸化剤として過硫酸アンモニウムを上記アニリンと同モル程度溶解した酸化剤水溶液を調
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製し、これを上記重合原液中に徐々に滴下しよく撹拌し、スルホン化ポリアニリン前駆体
を合成する。
【００８９】
この前駆体０．５ｇを４０ｍｌの発煙硫酸に溶解し、常態下で２時間攪拌し、スルホン化
反応を行う。この液を、２００ｍｌのメタノール溶液に、１０～２０℃の範囲で温度をコ
ントロールしながら、約２０分間かけて滴下し、その後、１００ｍｌのアセトンを滴下す
る。得られた緑色の沈殿物をメタノール溶液を用いて、その洗浄液がｐＨ＝７を示すまで
よく洗浄する。これを２４時間真空乾燥する。更に、これを０．１Ｍの水酸化アンモニウ
ム水溶液に溶解し、スルホン化ポリアニリンの水系塗液を得た。
【００９０】
（Ｂ）：樹脂
・酸成分
テレフタル酸　　　　　　　　　　　　　７２モル％
イソフタル酸　　　　　　　　　　　　　　３モル％
セバチン酸　　　　　　　　　　　　　　１５モル％
５－ナトリウムスルホイソフタル酸　　　１０モル％
・ジオール成分
エチレングリコール　　　　　　　　　　７５モル％
ネオペンチルグリコール　　　　　　　　２５モル％
上記酸成分とジオール成分からなるポリエステル樹脂（ガラス転移点：３６℃）の水系塗
液。
【００９１】
上記のスルホン化ポリアニリン（Ａ）の水系塗液とポリエステル樹脂（Ｂ）の水系塗液を
、（Ａ）／（Ｂ）＝１０／９０（固形分重量比）で混合し、積層膜形成塗液とした。
【００９２】
　 例２
　 例１の積層膜形成塗液で、混合比を（Ａ）／（Ｂ）＝２０／８０（固形分重量比）
とした以外は、実施例１と同様にして積層ＰＥＴフィルムを得た。結果を表１に示す。
【００９３】
　比較例１
　 例１の積層膜形成塗液で、スルホン化ポリアニリン（Ａ）を添加せずに用いた以外
は、 例１と同様にして積層ＰＥＴフィルムを得た。結果は表１に示す通り帯電防止性
が悪い。
【００９４】
　実施例３
　 例１の積層膜形成塗液で、樹脂（Ｂ）を下記の共重合アクリル樹脂とした以外は、

例１と同様にして積層ＰＥＴフィルムを得た。結果を表１に示す。
（Ｂ）：樹脂  ・メチルメタクリレート  ６２重量％  ・エチルアクリレート  ３５重量％  
・アクリル酸  ２重量％  ・Ｎ－メチロールアクリルアミド  １重量％上記モノマー成分か
らなる共重合アクリル樹脂（ガラス転移点：４２℃）の水系エマルジョン。
【００９５】
実施例４
実施例３の積層膜形成塗液で、混合比を（Ａ）／（Ｂ）＝５／９５（固形分重量比）とし
た以外は、実施例３と同様にして積層ＰＥＴフィルムを得た。結果を表１に示す。
【００９６】
実施例５
実施例３の積層膜形成塗液で、混合比を（Ａ）／（Ｂ）＝２０／８０（固形分重量比）と
した以外は、実施例３と同様にして積層ＰＥＴフィルムを得た。結果を表１に示す。
【００９７】
実施例６
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実施例３の積層膜形成塗液で、混合比を（Ａ）／（Ｂ）＝３０／７０（固形分重量比）と
した以外は、実施例３と同様にして積層ＰＥＴフィルムを得た。結果を表１に示す。
【００９８】
比較例２
実施例３の積層膜形成塗液で、混合比を（Ａ）／（Ｂ）＝３／９７（固形分重量比）とし
た以外は、実施例３と同様にして積層ＰＥＴフィルムを得た。結果は表１に示す通り帯電
防止性が悪い。
【００９９】
比較例３
実施例３の積層膜形成塗液で、混合比を（Ａ）／（Ｂ）＝４０／６０（固形分重量比）と
した以外は、実施例３と同様にして積層ＰＥＴフィルムを得た。結果は表１に示すとおり
、帯電防止性は良好であるが、接着性が悪い。
【０１００】
比較例４
実施例３の積層膜形成塗液で、樹脂（Ｂ）を添加せずに用いた以外は、実施例３と同様に
して積層ＰＥＴフィルムを得た。結果は表１に示す通り、水との接触角が小さく、その結
果接着性が悪い。
【０１０１】
比較例５
実施例３の積層膜形成塗液で、スルホン化ポリアニリン（Ａ）の代わりに、ドデシルベン
ゼンスルホン酸ナトリウムを用いた以外は、実施例３と同様にして積層ＰＥＴフィルムを
得た。結果は表１に示す通り、帯電防止性が悪い。
【０１０２】
実施例７
実施例３の積層膜形成塗液で、架橋剤としてメチロール化メラミン系架橋剤を、（Ａ）と
（Ｂ）の合計１００重量部に対して、固形分重量比で２重量部添加して用いた以外は、実
施例３と同様にして積層ＰＥＴフィルムを得た。結果を表２に示す。
【０１０３】
実施例８
実施例３の積層膜形成塗液で、架橋剤としてオキサゾリン系架橋剤を、（Ａ）と（Ｂ）の
合計１００重量部に対して、固形分重量比で５重量部添加して用いた以外は、実施例３と
同様にして積層ＰＥＴフィルムを得た。結果を表２に示す。
【０１０４】
実施例９
実施例５で、積層膜の厚みを０．０４μｍとなるようにした以外は、実施例５と同様にし
て積層ＰＥＴフィルムを得た。結果を表２に示す。
【０１０５】
実施例１０
実施例４で、積層膜の厚みを０．１６μｍとなるようにした以外は、実施例４と同様にし
て積層ＰＥＴフィルムを得た。結果を表２に示す。
【０１０６】
実施例１１
実施例５の積層膜形成塗液で、樹脂（Ｂ）として、実施例１で用いたポリエステル樹脂３
０重量部と実施例３で用いた共重合アクリル樹脂５０重量部からなる混合物を用いた以外
は、実施例５と同様にして積層ＰＥＴフィルムを得た。結果を表２に示す。
【０１０７】
実施例１２
実施例３において、ポリエステルフィルムをポリエチレンテレフタレートフィルムからポ
リエチレン－２，６－ナフタレート（以下、「ＰＥＮ」と略称する）フィルムに変えた以
外は実施例１と同様にして積層ＰＥＮフィルムを得た。結果を表２に示す。
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【０１０８】
実施例１３
基材フィルムとして、実施例３で得られた積層ＰＥＴフィルムを粉砕しペレット化したも
のを、ポリエチレンテレフタレートに２０重量％添加し、溶融押し出しした以外は、実施
例３と同様にして積層ＰＥＴフィルムを得た。結果を表２に示す。
【０１０９】
実施例１４
平均粒径０．２μｍの二酸化チタンを１４重量％、および平均粒径１μｍのシリカを０．
５重量％含有するＰＥＴペレット（極限粘度０．６３ｄｌ／ｇ）を充分に真空乾燥した後
、押し出し機に供給し２８５℃で溶融し、Ｔ字型口金よりシート状に押し出し、静電印加
キャスト法を用いて表面温度２５℃の鏡面キャスティングドラムに巻き付けて冷却固化せ
しめた。この未延伸フィルムを９５℃に加熱して長手方向に３．２倍延伸し、一軸延伸フ
ィルムとした。このフィルムに空気中でコロナ放電処理を施し、基材フィルムの濡れ張力
を５２ｍＮ／ｍとし、その処理面に実施例３と同様の積層膜形成塗液を塗布し、静電印加
法により正電荷（１０ｋＶ）をかけた。塗布された一軸延伸フィルムをクリップで把持し
ながら予熱ゾーンに導き、１１０℃で乾燥後、引き続き連続的に１２５℃の加熱ゾーンで
幅方向に３．２倍延伸し、更に２３０℃の加熱ゾーンで熱処理を施し、結晶配向の完了し
た積層膜を設けた白色積層ＰＥＴフィルムを得た。このとき、基材白色ＰＥＴフィルムの
厚みが１００μｍ、光学濃度が１．５、白色度が８５％、積層膜の厚みが０．０８μｍで
あった。結果を表２に示す。
【０１１０】
実施例１５
予めポリブチレンテレフタレートとポリテトラメチレングリコール（分子量４０００）と
の重量比が１対１となるように、ポリブチレンテレフタレートの重合時にポリテトラメチ
レングリコールを添加することによって製造したポリブチレンテレフタレート－ポリテト
ラメチレングリコール共重合体を１重量％、およびポリメチルペンテン（三井石油化学（
株）製、“ＴＰＸ”ＤＸ８２０）５重量％を含有するＰＥＴペレット（極限粘度０．６３
ｄｌ／ｇ）を充分に真空乾燥した後、２８５℃に加熱された押し出し機Ａに供給する。ま
た、上記と同じＰＥＴペレットを充分に真空乾燥した後、２８５℃に加熱された押し出し
機Ｂに供給する。押し出し機Ａ、Ｂより押し出されたポリマをＢ／Ａ／Ｂの３層構成とな
るように共押し出しにより積層し、Ｔ字型口金よりシート状に押し出し、静電印加キャス
ト法を用いて表面温度２５℃の鏡面キャスティングドラムに巻き付けて冷却固化せしめた
。この未延伸フィルムを９５℃に加熱して長手方向に３．２倍延伸し、一軸延伸フィルム
とした。このフィルムに空気中でコロナ放電処理を施し、基材フィルムの濡れ張力を５２
ｍＮ／ｍとし、その処理面に実施例３と同様の積層膜形成塗液を塗布し、静電印加法によ
り正電荷（１０ｋＶ）をかけた。塗布された一軸延伸フィルムをクリップで把持しながら
予熱ゾーンに導き、１１０℃で乾燥後、引き続き連続的に１２５℃の加熱ゾーンで幅方向
に３．２倍延伸し、更に２３０℃の加熱ゾーンで熱処理を施し、結晶配向の完了した積層
膜を設けた白色積層ＰＥＴフィルムを得た。このとき、基材白色ＰＥＴフィルム厚みが５
０μｍ（厚み比はＢ／Ａ／Ｂ＝５／９０／５）、光学濃度が１．２、白色度が７０％、積
層膜の厚みが０．０８μｍであった。結果を表２に示す。
【０１１１】
【表１】
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【０１１２】
【発明の効果】
本発明の積層ポリエステルフィルムは、ポリエステルフィルム基材の少なくとも片面に、
スルホン化ポリアニリンを特定量含んだ積層膜を形成し、該積層膜表面の水との接触角を
６０度以上８５度以下とすることにより、各種塗料やインキとの接着性や低湿度下での帯
電防止性に優れると同時に、湿熱環境下でも接着性に優れた効果を発現するものである。
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